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Working Party 4 （エネルギー、環境、持続的成長）提言書 

 

序論 

日本と EU は、2015 年の COP21 で全ての参加国の合意により採択された、公平

かつ実効的な枠組み「パリ協定」の最終文書、及び、2016 年 11 月 7 日～18 日

にマラケシュで開催された COP22 を支持する。 

気候保護へのグローバルな努力に対して大きな後退を示す最近の米国のパリ合

意からの離脱表明は残念である。米国の決定に関わらず、気候保護に関して後

退せせる選択肢はないと考える。EU と日本は、パリ合意履行へのコミットメン

トを順守すべきである。米国の決定が、他の国、とりわけ、主要経済大国のコ

ミットメントに影響が及ばないことを望む。EU と日本が、他の経済大国がコミ

ットしたことを肩代わりすることはできない。米国決定の意味を理解するた

め、EU と日本のビジネス界は出来るだけ早い時期に政策担当者と対話するべき

である。 

2016 年の伊勢志摩サミットで提示されたように、EU と日本が直ちにパリ合意

を実行するとコミットした 2017 年 5 月 26 日～27 日の G7 タオルミーナ首脳コ

ミュニケを日 EU BRT は支持する。 

気候変動問題は世界の全ての国々、人々が協力して取り組まなければならない

課題であり、他の重要な国際間で議論すべき課題が、最近の国際会議でなかな

か結論を出せない状況が見られる中、「パリ協定」で世界の国々が短期間で合

意できたことは、特筆すべき合意であったと考える。 

今後、全ての主要排出国が確実に批准することや、更に、公平性や実効性を高

めるには、各国が各々約束した内容と履行状況を国際的にレビューしていく体

制を整備することが求められる。 

一方、日本と EU は、約束草案策定の基礎となった国内対策を着実に実行する

とともに、低炭素技術の開発や、削減ポテンシャルの大きい途上国への技術移

転に取り組む必要がある。 

 

エネルギー問題に関しては、化石資源を利用したエネルギーが現在でも主流と

なっており、2017 年の B20 でまとめられたように、温室効果ガス削減実現に

向けてパリ協定を見据えた対応が今後求められる。 

日本及び EU にとっては、引き続き、安全性に加え、供給安定性、経済性、か

つ持続可能なエネルギー確保が重要である。両国の政府、企業、産業界、国民

は、温暖化に伴う各地域の自然災害や危機管理への備えと並んで、エネルギー



システムの変革、エネルギー需要や温室効果ガスの削減、環境保全等の課題解

決に取り組まなければならない。 

 

WP-4/#01/EJ to EJ  エネルギー・環境における変化と調和 

 

・資源エネルギー供給地域の多様化、不安定化： 

 米国のシェール・ガス本格輸出、イランの制裁解除などエネルギー資源 

 供給源の多様化はエネルギー安定供給や急激な価格乱高下への平準化に 

貢献する一方、現在でも世界のエネルギー供給で大きな役割を担う中東 

地域では現在も政府が脆弱な状況なため、内乱・テロ活動の温床地域が 

存在する。 

更に、これまで比較的安定していた中東地域でも宗派対立、テロの予兆 

が見られ、また、ソマリア沖の海賊問題やスエズ運河、ホルムズ海峡等 

シーレーンの安全確保も引き続き重要であり、日・EU 政府には、引き続 

きエネルギー安全保障について国際間の連携強化を図って戴きたい。 

 

  ・エネルギー価格の不安定化は、輸入国である日・EU にも影響大： 

   石油価格下落は消費国にとってもよいことばかりではない。 

   低コスト資源大国である中東オイル依存が高まり、投資が委縮した場合 

の価格急反騰のリスクが経済的恩恵を相殺することになる。 また、価 

格が供給部門への投資をもたらなさないほど低水準となれば、天然ガス 

の安定供給への懸念も高まる。 更にバイオ燃料使用へのインセンティ 

ブが働かないばかりか、エネルギー効率技術投資や省エネ対策への影響 

も大きい。 また、資源国の中に、万一国家財政危機に陥る国が現れれ

ば、地政学的リスクの高まりやテロ組織温存につながる。 

日本や EU の国々では、短期的には資源価格の低下は貿易赤字改善に 

寄与しているものの、資源価格の安定はエネルギー安全保障や省エネや 

エネルギー効率にも影響があることを十分理解して対応すべきである。 

 

・新興国のエネルギー需要増による各国エネルギー政策変化と資源価への 

影響： 

   COP21 では、より低炭素で効率的なエネルギーシステムに向けた取組 

   に期待している。 しかし、COP-22 でみられたように、全ての参加国は 

実際の実現に向けて言葉だけでなく具体化し、現実的な進展を求められ 

ている。実際に、IEA WEO-2015 で紹介されている通り、今後 

の世界エネルギー消費量は、主にインド、中国、アフリカ、中東、東南 



アジアに牽引され、2040 年までに現在の 1/3 が増加すると予測されて 

おり、増加分の全てが非 OECD 諸国によるものである。OECD 諸国の 

エネルギー消費減少は、人口動態変化、経済構造変化、効率化の高まり 

である。 

IEA によれば、2040 年までに欧州：15%減、日本：12%減、米国：3%減と

見込まれる。 

今後も世界人口の増加が見込まれる中、エネルギー消費の中心が先進国 

から新興国に変化している。 長期的には米国でのシェールガス輸出 

も見込まれるものの、新興国では国営企業による積極的な資源開発も 

見られ、激しい資源争奪の状況が生じつつある。 

日本と EU は、資源価格の安定化のための協力や、企業が安定した活動を

継続できるよう地域事情に見合うエネルギー・ミックスの政策を実行し

て戴きたい。 

 

WP-4/#02*/EJ to EJ  エネルギー基本政策 

 

・安定供給、経済性、環境、安全基準の調和： 

 エネルギーは経済活動の基盤をなすものであり、エネルギー需要削減努 

 力と同時に安定的供給と適正な電力料金を確保することは、事業活動に 

重要というだけでなく企業の存続や新しいビジネス機会創出に大きな 

影響を及ぼすものである。また、環境負荷についても十分な配慮が必要

である。 

このような観点から、両国政府は原子力発電の将来の役割を慎重に考慮 

すべきである。 

 

・国際的見地からの各国との連携：  

 世界のエネルギー需給構造に関して、需要がアジア中心に変化している 

というだけでなく、天然ガス、再生可能エネルギー、原子力などエネル 

ギー源の多様化が顕著になってきている。 一方で、地球環境への影響 

が深刻化して、エネルギー問題はより複雑化してきている。 

このような状況から、日・EU はエネルギーや環境の観点から、より包括 

的な協力関係の枠組みを推進する必要がある。 

IEA や IAEA との関係や、欧州との様々な国際委員会での情報交換により 

協力を深めるべきである。 

 

・短期、中・長期でのエネルギー戦略： 



 COP21 に参加した全ての国が、地球温暖化対策となる二酸化炭素排出を 

抑制するための方向性を確認した。   

経済成長と CO2 排出抑制を両立させるということは非常に重要なポイン 

トであり、COP21 では CO2 削減の方向性が決定されたが、こうした取組 

を持続的に継続するには経済成長とのセットが欠かせない。 

B20 のエネルギー・気候・資源効率タスクフォースの 2017 政策文書で 

示されたように Carbon Pricing はひとつの方策かもしれないが、実行 

に際しては賛否両論を注意深く吟味する必要がある。 

将来、政府・産業界・国民は、エネルギーの現状をしっかり理解し、 

何が一時的・循環的な変化で、何が永続的な変化なのか、また、今後 

どのようなリスクとチャンスが考えられるか、更にエネルギー・シス 

テムをより安全・確実で持続的可能な状況にするには何ができるのかを 

見極め、短期的なエネルギー戦略と中・長期的な戦略を考慮すべきで 

ある。 

 

・多層的なエネルギー供給による安定供給の実現 

 全てのエネルギー源には、必ずその採用に際して強みと弱みが併存して 

おり、安定的、経済的に全て満足できるエネルギーはない。従って、平

時だけでなく緊急時においても機能させるような多層的なエネルギー 

の供給体制を構築すべきである。 

 

・エネルギー・インフラの整備と更新： 

 安定的適切なエネルギー供給を確保するには、日本と EU は、決定された 

エネルギー・ミックスを実現させるエネルギー・バリューチェーンを 

構築するベスト・プラクティスを共有し、安全性を高めるため古い機器 

や設備の更新することを検討すべきである。 

 

WP-4/#03/EJ to EJ  化石燃料 

 

・石炭、石油、天然ガス、LP ガスの長所、短所： 

 化石燃料は、温室効果ガスを排出するが、経済効率や再生可能エネル 

 ギーの増加を背景としたグリッドの安定性を維持することに優れてい 

る。現在高効率化や低炭素化の開発・実用化が進められており、政府 

は、開発・実用化や途上国での普及に向けた支援に取組むべきである。 

重要なベース電力として現在でも評価されている石炭火力は、多くの国 

にとって、自国原産石炭は地政学的なリスクを軽減させるものである。 



加えて、米国での商業的にも競争力のあるシェールガスの増産は、 

天然ガスの価格低下をもたらし、石炭に比べ CO2 排出にも有効である。 

発展途上国にとっての化石燃料は熱エネルギーとして依然低価格である 

ことも指摘しなければならない。 

そうは言っても、石炭火力からガス火力発電所への推移は避けられ 

ない。 

他の技術のうち、石炭火力に比較して、特に断続的な再生可能エネル 

ギー源の比率が増える中で、エネルギー景観から柔軟性の面で強い利点 

が明確で、供給安全性があるガス発電所は有益である。 

 

日本と EU は、超々臨界石炭火力、ガス複合サイクル火力発電等の高効率 

かつ CO2 低排出の新技術開発を支援することで地球温暖化対策に貢献 

すべきである。 

 

WP-4/#04/EJ to EJ  原子力 

 

・地球温暖化対策推進や化石燃料価格の変動に左右されないエネルギーの 

安定的確保の面から、原子力発電への関心は高い。 

COP21 パリ協定で温暖化対策の長期目標とされた 2℃以下に抑えるには 

原子力発電に期待される役割も大きく、仮に原子力抜きで目標を達成 

しようとすればコストは大幅にアップすることになる。 同時に目標 

達成のフィーシビリティが下がるということであり、COP21 の目標達成 

には原子力発電抜きには語れない 

 

・エネルギー資源のない地域での重要で競争力あるベース電源： 

日本と EU にとって安全な原子力発電はエネルギー・ミックスの重要な 

役割を担っている。 日本と EU の競争力、低コストのベースロード電源 

確保、グリッド安定性を担保、経済成長、雇用創出に貢献するもので 

ある。 

 

・高まる原子力エネルギーへの期待と安全性確保の教育・訓練の必要性： 

 日本と EU は福島原発事故の教訓を普遍化して、原子力発電の安全性を 

確保するための教育や訓練の提供に協力すべきある。 

 

・日本における安全確認が取れた原子力発電所に対する再稼働促進： 

日本における 2013 年の原子力発電所停止に伴う火力発電焚き増しコス 



トは、電気料金の不安定化、温室効果ガスの増大だけでなく日本市場で 

の日本企業や欧州企業の競争力劣化の原因となっている。  

経済的理由や温室効果ガスを考慮し、原子力規制委員会による安全が 

確認された発電所から再稼働を進め、政府の目指すエネルギーミック 

スに合致した安定的な電力供給を推進すべきである。 

 

・より高い安全性を備えた原子炉のリプレース： 

   最新の原子炉は、技術的に高い安全性を備えており、今後のエネル 

ギー・ミックス検討のひとつとして可能性を探り、日本と EU において 

老朽化した原子炉のリプレースも視野に入れるべきである。 日本と EU 

での最新モデルによる原子炉建設は、第三国に対する日欧の原子力技術 

輸出のリファレンスとなる。 

 

  ・核燃料リサイクルと核燃料処分： 

使用済み核燃料に関して、日本と EU はどのように使用済み核燃料を 

管理し、リサイクルし、廃棄するかという問題を解決するため抜本的な 

対策や総合的な判断を行わなくてはならない。 

日本と EU は核廃棄協力についての R&D プログラムを推進すべきで 

ある。 

 

・効果的な廃炉技術および手法の開発： 

世界的に見ても、廃止措置の対象となる経年原子炉の多くを、日本と 

欧州が所持している。 安全かつ環境へ配慮した廃炉技術および手法の 

確立は日本と欧州の義務であり、第三国へ原子力発電技術を展開する 

際における前提条件でもある。 

 

日本と欧州は、原子力発電所の廃止措置の為の手法の開発を目的と 

共同研究開発プログラムを推進すべきである。 

 

・ファイナンス・サポート： 

 最高水準の安全性確保実現のために、日本と EU は原子力エネルギーに 

対する投資を促進させると共に、世界銀行、欧州復興開発銀行（EBRD）、 

並びに、欧州投資銀行（EIB）、JBIC には原子力の安全に特化したプロ 

グラムを支援対象とした資金供給を要請して戴きたい。 

 

  ・安全対策： 



日本と EU は、二国間の会議や原子力に関する多国間会議で国際的原子力 

安全スダンダードや安全対策の効果的な実施等につき協力を行うべきで 

ある。 

   日本と EU は、原子力発電所の廃炉プロジェクト、汚染除去、廃棄物 

処理に関する情報や技術に関しては、引き続き両国のスペシャリスト間 

で議論を促進すべきである。 

（一方、アジア、中東地域では原子力発電開発への関心が高くなって 

いる。 原子力発電を今後の国際ビジネスへの大きなチャンスと捉えて 

シェア拡大を第一に影響力を最大化しようと計画している国も出現して 

いる。 建設予定地域内には域内の脆弱国家や紛争地域にはテロが横行 

している地域もあり、国際社会は核不拡散等リスク縮小についても考慮 

しながら進める必要がある。） 

 

WP-4/#05*/EJ to EJ  再生可能エネルギー 

 

   再生可能エネルギーは地球温暖化対策の重要な担い手として期待され、 

課題とされてきたコストの面でも近年改善がみられる。 

同時に、引き続き経済面、効率面、安全面、安定面からの検討も十分行  

うべきである。 

 

・再生可能エネルギーの長所、短所： 

  再生可能エネルギーは CO2 削減やエネルギー安全保障面では寄与する 

が、グリッド統合や供給の安定性に大きな課題が残る。 

伝統的なエネルギーを補完するポテンシャルはあるが、強固な統合され 

た配送電ネットワークが必要となる。 

風力、太陽光、水力、地熱、潮力、バイオマスなど様々な Option はある 

が、現状では一定程度のベース電源となっている水力を除いて、地域的 

な適正に左右されるため、経済面、効率面、環境面、安全面、安定面で 

課題があり、具体的な普及には検討がなされるべきである。 

 

こうした不安定要素を克服するには、以下を考慮すべきである。 

・高度分散型再生可能エネルギー源の選択を総合的に発展させる。 

・CO2 排出に関する全ての間接費用を含めた伝統的エネルギー源と 

 比較した再生可能エネルギーの全費用を評価する。 

   ・化石燃料の補助金を徐々に廃止すると共に再生可能エネルギー技術の 

    現状の補助金やインテンシブを維持する。 



・未完成の再生可能エネルギー技術研究を商業化するための推進。 

 

  ・太陽光発電装置の標準化 

   G8 各国、特に伝統的な家庭の電気プラグ経由の簡単な接続でマイクロ 

   インバーター太陽光発電装置の飛躍的拡大がある EU と米国の経験 

がある。 日本では住居の太陽光発電が盛んである。 

EU と日本の産業界及び消費者は、簡単な Plug & Play のマイクロインバ 

ーター付の太陽光発電の統一技術規格や標準化により、格段に利用価値 

が増す。 

 

  ・日本における固定価格買い取り制度： 

   日本では、再生可能エネルギーへの固定価格買い取り制度（FIT）で設

備認可を取得しながらいくつかのアプリケーション・プログラムで稼働

に至らない案件が多く、過大な国民負担やより低コスト・高性能な後発

事業者の参入阻害の懸念がある。 特に急速な導入拡大が進んでいる太

陽光の FIT については、国民負担抑制の観点から事業者のコスト低減努

力を促すような設定が必要である。 一方、より発電コストが低いもの

の事業立ち上げまでのリードタイムが長い水力、地熱、風力、また、地

産地消に資するバイオマスへの導入がより促進されるべく努力する必要

がある。 

   その上、政府はグリーン・エネルギーを奨励するため、日本や EU 諸国

での固定価格買い取り制度における優れた実践例を評価すべきである。 

 

WP-4/#06*/EJ to EJ ICT によるスマート・グリッド・配電ネットワーク統合 

 

   将来のグリッドにおける再生可能エネルギーシステムの増加は、分散し

たエネルギー生産が相当数起こるということである。 これは、中央の

送電オペレーターの制御バランスに対して、ローカルグリッドのエネル

ギー・バランスが優先されるということである。 これを実現するに

は、プロシューマーによる自由にエネルギーを自動送配電するシステ

ム、地域の事情によって決まるエネルギー価格の弾力性、更にエネルギ

ー蓄積を利用することで順応性を高めることなどが考えられる。 

   自然災害の場合、リモート地域へのローカルな持続可能性や中断無い電

力供給は、電力マイクロ・グリッドの孤立した状態となる可能性に向け

たグリッド計画につながる。 

   プロシューマー、スマート・グリッド、マイクロ・グリッド、エネルギ



ー蓄積、E モビリティの役割顕在化は、電力の生産、送電、配電、販売

のバリュー・チェーンにおける異なる役割・責任の配分が要求される。 

   こうしたトレンドの全ては、IoT、ビッグデータ、等最先端の ICT によ

って支えられたメイン・グリッドに接続された多数のスマート・グリッ

ドに結論づけられる。 

 

・蓄電池： 

 再生可能エネルギーの普及・拡大と連動して、グリッドの安定、 

電力のピーク・シフト、安定した電力供給の対応が課題となっている。 

今後蓄電池需要が非常に拡大することが予想されるが、蓄電池の安全 

基準の調和、試験プロトコルの標準化や共通化、相互承認制度の導入 

など、EU と日本の間で推進されるべきである。 

蓄電池は、利便性のある電気を貯蔵することにより、いつでもどこでも 

利用できることにより、エネルギー需給構造の安定化に貢献する。  

電力を長期に、大容量に蓄電できる技術として、水素によるエネルギー 

貯蔵システムも効率的な電力活用手段として積極的に活用すべき技術で 

ある。 

スマート・グリッドの発達により用途も車載、住宅・ビル・事業用など 

広範囲な応用が考えられる。 日本と EU は、引き続き技術開発や標準化 

で低コスト、高効率化に向けて協力していくべきである。 

また、再生可能エネルギーの普及により、分散電源の増加による系統の 

不安定化が起きているが安定性を保つシステムはコストが高い。 最近 

ではクラウドの利用により低コストで集中的にデータを吸い上げ制御 

することが ICT の利用により可能となっている。 蓄電池についても 

一方の電池は枯渇しながら、もう一方の電池は十分充電され、更なる 

蓄電が出来ないというアンバランスを防ぐ技術の開発が進められてい 

る。マイクロ・グリッドにより太陽光発電の効率的な電力への対応も 

容易となる ICT 利用も積極的におこなうべきである。 

対策としては、 

１）コストのかかる電力配分ネットワークや新規の大容量発電機への投

資を減らし、自発的に住宅用や小企業向けの PV 設置の役割を強化す

べき。また、有害な環境介入を軽減すべきである。 

２）規制を通じた PV インバーターの採用を推進すべきである。 

３）蓄電池を用いて、スマート・グリッドやマイクロ・グリッドを通じ

た電力の質や安定性の改善。 

４）住宅、小商店用の分散型 PV の技術標準化の統一や、最新の米国ルー



ル 21/2017 での高い標準に匹敵する標準を EU と日本で統一すべき

である。 

５）Eモビリティの促進につながる環境にやさしい発電である高分散型

スマート・グリッドへの資金刺激策や促進プランを用意すべきであ

る。 

 

WP-4/#07/EJ to EJ  バイオマス由来資源の有効利用 

   広範な用途に向けた原料を化石資源からバイオマス由来のものへ置き換

え、温室効果ガスの発生を大幅に削減するために、バイオマスを、セルロ

ース・エタノール、バイオ・ガソリン、バイオ・ガスなどの燃料や化学品

に変換する技術・プロセスの発展、普及が重要である。循環型経済への肯

定的な例でもある。 

農業廃棄物や木質系バイオマスなどの非可食植物資源を燃料や化学品 

へ変換する技術の実用化を加速するために、日本・EU 間の民間企業や 

学術機関の連携による研究開発および技術実証に対する公的支援の拡 

充を求める。 上記技術を用いて製造される製品の普及を促進するた 

めに、バイオマス由来燃料・化学品への補助金や税制面での優遇措置 

等、実効が期待でき、透明性があり持続可能な枠組みの導入を求める。 

 バイオマス由来製品を国際レベルで健全に普及させていくために、評 

価方法、分類、表示等の国際標準化が必要である。 

表示では例えば、環境ラベルタイプＩ，タイプⅡ、タイプⅢの定義は 

あるが、それらへの適合基準は各国で異なり統一されていない。 

ラベル表示の認定基準を標準化できれば世界共通ラベルも可能とな

る。 

また、市場におけるバイオマス由来製品への信頼が確立され健全な普

及が促進される。さらに、環境ラベルと税優遇措置や公共調達の条件

をリンクさせることにより、バイオマス由来製品の拡大のインセンテ

ィブになる。 こうした評価・表示システムの国際標準化に向けて日

本と EU の間で合意し先行できるよう、両政府による規制の調和や相互

認証の促進を要請する。 

 

WP-4/#08*/EJ to EJ  省エネルギーとエネルギー効率 

 

 省エネルギーは経済性・環境適合性・エネルギー安全保障をすべて満た 

 す取り組みであり、日・EU の産業界も技術の開発・普及に最大限取り 

組むべきである。 



同時に、省エネルギー効果を過大に見込んで企業に対する過剰な投資 

負担や生産抑制を強いることがないよう注意も必要である。 

省エネルギーを推進していくには、研究開発の強化、国民の省エネ意識 

向上が求められる。 

 

 ・分野ごとの省エネルギーの強化： 

家庭・業務分野で省エネルギー効果が見込めるものは、住宅や建築物の 

省エネルギー対策で、断熱材や高性能の窓が有効となっている。 

冷蔵庫、空調機、サーバー、LED 照明など電気機器の省エネ技術も進化 

している。 運輸分野では、EV、PHEV、Clean Diesel、液体水素燃料 

（FCV）などの自動車によるエネルギー効率や環境フットプリントが進化 

している。 日本と EU は先行市場の導入を促進するための標準規格や、 

関連した標準や規制の調整や簡素化について協力すべきである。 

全ての分野に共通するのはエネルギー・マネジメントの導入もエネル 

ギー効率を高めるために有効な手段である。 

日本と EU はエネルギーの効率を高めるため、法規の改定、ベストプラク 

ティスを通じたエネルギー効率を高める技術や方法論への投資などの 

刺激策について変更や調整を行うべきである。同時に、ビルの防音や 

室温安定に影響ある積極的な対策が補完すべきである。 

ビルの標準や家屋の断熱に対する規制を早期に講じれば、エネルギー 

効率の高いビルや家屋が、家庭や国家レベルで、エネルギー消費や 

支出を抑え CO2 削減と健康維持に貢献すると考える。 

部品や材料のエネルギー節約を検証する試験プロトコルの標準や相互 

承認評価の調整が実行されなければならない。 

 

WP-4/#09/EJ to EJ  エネルギー研究と国際協力 

 

・温室効果ガス排出の削減と長期的な視野に立ったエネルギー技術開発： 

 気候変動や環境に影響がある温室効果ガス排出については、全人類に 

とっての課題であり、国際的な知見が必要である。 そのため、 

化石燃料や非化石燃料である再生可能エネルギーや安全性が確認され 

た原子力を使った電力で GHG 排出を減少させる技術開発が地球規模で、 

必要となっており、産官学の協力により開発体制を強化すべきである。 

 

  ・人材開発 

パリ合意で各国が目標とする CO2 削減に向けた持続可能な取組を促進 



するため、日・EU 両国はエネルギー・環境技術の分野の先駆者として、 

革新的なイノベーションを推進すべきである。 

こうした持続的可能なイノベーション活動は国際社会への貢献と共に 

経済発展にも寄与するものであり、人材交流を通じ、エネルギー関 

連技術の専門家を継続的に育成する仕組みについて考慮すべきである。 

 

WP-4/#10/EJ to EJ  COP21 パリ協定後の地球温暖防止への対応 

 

地球温暖化防止は人類共通の需要な課題である。 

既に世界の温暖化ガス排出の多くは先進国から新興国に移っている現状 

から、先進国だけが目標設定しても地球温暖化を防ぐことができない。 

米国・中国を含むすべての主要排出国が参加できる仕組みとして、COP21 

に参加した全ての国が参加して、各国自らが目標を設定したことは極め 

て重要な歴史的一歩として、歓迎する。  

今後、主要排出国が確実に批准し、マラケシュでの COP22 で締結された 

パリ合意の実行へのコミットメントを遂行し、同時に、公平性・実効性 

を高めていく観点から、各国の約束についての進捗状況を国際的にレビ 

ューしていく体制を整備することが求められる。 

序論で述べたように、我々はパリ合意からの撤退を表明した米国の声明 

を残念に思う。EU、日本、全ての署名した国々（特に他の主要国）は 

コミットメントを守り、ビジネス界でも米国が決定した背景について 

早急に議論すべきである。 

日本と EU は、低炭素技術の開発や、削減ポテンシャルの大きい途上国へ 

の技術移転に取り組む必要がある。 

 

 ・排出削減効果の見える化： 

LCA（ライフ・サイクル・アセスメント）は揺り籠から墓場までの製品 

ライフの全ての段階で構成される環境インパクトを評価する技術の一つ 

である。LCA 分析による CO2 削減効果を判別できる製品や技術の見える 

化は、官民連携により推進されるべきである。 

 

  ・日本と EU の温暖化対策への貢献： 

気候変動問題への対処には先進国・途上国双方が協力して低炭素成長を

実現していく仕組みづくりが重要である。 日本と EU の優れた技術・製

品・ノウハウは、両国のイノベーション強化と持続的発展につながり、

同時に地球規模での温暖化対策に貢献できる。 

具体的には、気候変動監視のため、人工衛星、レーダー、センサ等によ



る地球環境の継続的観測や、スーパーコンピュータ等を活用した気候変

動予測や変動メカニズムの調査、全地球観測システムの構築など ICT を

利用した貢献も考慮すべきである。 

また、気候変動の緩和には、温室効果ガスの排出量算定／検証技術や二

酸化炭素回収貯留技術についての研究開発についても推進すべきであ

る。 

 

   更に、急激なエネルギー需要が顕在化しつつある新興国・途上国での温

室効果ガス削減を実現化していくには二国間オフセット・メカニズムは

有効な手段となる。 日本と EU は産業界と共に制度設計し、支援策に

ついても明確にすべきである。 

   こうした緩和策と並行して、日本と EU 政府は双方の産業界に門戸を広

げ、適応計画、技術ニーズ、フィナンシャルな援助を分かりやすく説明

し、産業界が容易に参加できる環境を整えるべきである。両国政府は、

高い標準規定を設定し、両国だけでなく第三国も含む市場開放に向けた

取り組みに向けて共通の関心を共有すべきである 

  

  ・IPR 保護の整備： 

日本と EU は、商業ベースの技術移転を促進する為、技術移転先国での 

適切な規制の枠組み構築と知的財産保護を確実にするための方策を取る 

べきである。 新興国・途上国における IPR 保護を確立させるには適切 

な規制枠組みが必要で、両国政府は IPR を保護するための監視システム 

導入や、特許への支援、技術協力を整備すべきである。 

 

WP-4/#11*/EJ to EJ 資源効率・循環経済の促進 

 

資源価格は短期的には低下しているが、中長期的に見れば、資源制約は 

経済成長を阻害する要因となる可能性があり、資源利用の効率性向上は 

不可欠の取組である。 この観点から日本と EU は、昨年開催された G7 

エルマウサミットにおいて「資源効率に関する G7 アライアンス」が設立 

されるなど、国際的に資源効率・循環経済の議論が進展していることを 

歓迎する。 また、2015 年 EU が「循環経済パッケージ」を公表し、 

資源効率の向上に向けて取組を進めていることを歓迎する。 

資源効率・循環経済の議論は、リサイクルなど「静脈」産業にとどま 

らず製品の長寿命化、サービスの共有化、稼働課金によるモノのサービ 

ス化など、製造事業者やサービス事業者を始めとする「動脈」側の企業 



にも影響を与えうる広範な概念を含んでおり、今後、新たな成長と雇用 

創出に通じるビジネス機会となり得るポテンシャルを秘めている。 

実際のところ、このようなビジネスは欧州と日本で進んでいる。 例えば、 

ヨーロッパ循環経済産業プラットフォームのショーケースではどのよう 

なビジネスで循環型経済が既に実現し、更なる深化した循環に挑戦して 

いるかが示されている。 

一方で、過度に規制的な手法による資源効率の追求は、経済成長を阻害 

する可能性もあり、その推進にあたっては、ステークホルダーによる 

自主的取組の促進など、むしろ経済成長につなげていくための手法の 

選択が望まれる。 また、二次原材料の国境を越える移動が常態となっ 

ている現状を踏まえ、資源効率の追求には国際循環の視点が不可欠で 

ある。 

日本と EU は、上記観点から各々の資源効率向上に向けた取組を進める 

と共に、相互に整合的なルール策定に向けて協力していくべきである。 

加えて、日本と EU は、資源効率・循環経済の制度面・技術面に関して 

有する、国際的な先進性、優位性を活かし、双方が協力・連携を深めて、 

将来の循環経済・資源循環の方向性、制度整備・仕組みの構築に向けた 

国際的な議論をリードしていくことを期待する。 その関連で、来る 

の G7 プロセスにおいても、資源効率・循環経済について積極的な議論が 

なされることを期待する。 

  

WP-4/#12EJ to EJ  海外投資促進と長期的協力関係の育成 

 

   油価をはじめとする資源価格が急変動する中、グローバルリスクに対応 

した安定的かつ低廉な資源確保のためには、幅広い分野における継続的 

な投資と強い国際間の協力が必要である。 

日本と欧州は、エネルギー憲章条約の締結国が合意した規定に基づいて 

直接投資を奨励し、透明でオープンな長期的な視野に立つべきである。 

省エネルギー技術等の普及を図り、再生可能エネルギーの高効率化・低 

コスト化を推進し、水素、蓄エネルギー、地熱、など新しいエネルギー 

の研究開発が必要である。 また、化石燃料の高効率利用、安全性・核 

セキュリティなどの原子力利用に資する研究にもついても検討すべきで 

ある。 

 


